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Ⅰ 沖縄地域農林水産物等輸出促進協議会担当者会議（牛肉分野）の取組について

沖縄総合事務局農林水産部では、県産農林水産物・食品の輸出促進・拡大に向けて、県内行政機関、支援機関、関係団体等の取組や輸出促進方

策等について情報共有を行うことを目的として、平成19年度より「沖縄地域農林水産物等輸出促進協議会」を毎年度開催。

１

（令和７年度構成メンバー）
・内閣府 沖縄総合事務局 農林水産部長【会長】
・同上   農林水産部 総務調整官
・同上   農政課長
・同上               農村振興課長
・同上   生産振興課長
・同上   畜産振興室長        
・同上   消費・安全課長
・同上   食料産業課長
・同上   林務水産課長

沖縄地域農林水産物等輸出促進協議会

・内閣府 沖縄総合事務局 経済産業部 商務通商課長
・財務省 沖縄国税事務所 酒類業調整官  
・同上  沖縄地区税関 統括審査官
・農林水産省 那覇植物防疫事務所 所長
・同上     動物検疫所沖縄支所 所長
・沖縄県 農林水産部長
・同上 農林水産部  流通・加工推進課長
・同上   商工労働部 グローバルマーケット戦略課長

・（独）日本貿易振興機構 沖縄貿易情報センター 所長
・（独）中小企業基盤整備機構 沖縄事務所 所長
・沖縄振興開発金融公庫 融資第三部 農林漁業融資班課長
・沖縄県農業協同組合 常務理事
・沖縄県漁業協同組合連合会 代表理事会長
・（株）沖縄県物産公社 海外ビジネス課長
・農林中央金庫 那覇支店 支店長
・沖縄県畜産物輸出促進協議会 事務局
・一般社団法人沖縄県貿易協会 会長
・公益財団法人沖縄県産業振興公社 産業振興部長

【担当者会議】

協議会を円滑に運営するため、構成組織各担当者をメンバーに開催

【牛肉分野】
課題に対する対応方策取りまとめに特化し開催

＜目指す方向性＞

＜主な取組＞

県内牛肉輸出事業者に現在の課題をヒアリング、４つの課題分野(生産、加工、
流通、販売)を段階的に整理し、構成員に共有

販売分野の輸出課題のうち、沖縄県の強みであるインバウンドと輸出の好循環を
活用した効果的なプロモーション活動の方法等を検討

・輸出産地の形成の機運が高まりつつある沖縄産牛肉の輸出を拡大

・牛肉の輸出戦略やブランド化、物流環境の整備等の方向性を検討し、地
域の協議会等を支援

＜対象者＞

＜主な取組＞

GFP沖縄の行政輸出塾とも連携し、同テーマで複数回実施

インバウンド需要を活用して輸出促進を図るものでもあるため、行政輸出塾では参
加者を市町村担当者まで拡大

・輸出支援を担う協議会構成員を本会議の対象者として定める
・観光事業に関わることが多い市町村担当者を対象者として定める

※赤字は担当者会議(牛肉分野)出席構成組織



Ⅱ背景
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2-1．牛肉の輸出促進の背景と目的

３

背景：

牛肉の流通においては、大部分が国内マーケットであり、国内の人口減少、景気動向の影響を受けやすい。特に昨今の物価上昇による消費者の生

活防衛意識の高まり等から、割安な鶏肉や豚肉へ需要がシフトし、牛肉の消費量は減少傾向にある。

一方、国産牛肉、特に和牛の海外マーケットは拡大しており、食肉消費の出口戦略の一つとして、輸出は重要な位置づけとなる。

牛肉 豚肉 鶏肉

支出金額
(円)

21,321 33,818 19,033

金額前年比
(％)

-0.6% +0.8% +2.6%

購入数量
(g)

5,529 21,835 18,643

数量前年比
(％)

-5.5% -0.9% +3.9%

○令和６年度家計調査(畜肉品抜粋)

輸出促進の目的：

農産物の輸出は、需給調整を通じて、国内価格を下支えする効果を持っているとされ、輸出という
販路の多角化を図ることは、国内のマーケット動向に影響されにくい仕組み作りに寄与する。

○牛肉輸出の国内価格・生産の下支え効果

神戸大学大学院農学研究科『和牛輸出が日本の和牛生産等に与える効果等の調査研究報告書』 上田修司 八木浩平（2024）

（出典：農林水産省【食品価格同調査(食肉)】、総務省【家計調査(2以上世帯)】、農畜産業振興機構【食肉の需給動向】、神戸大学大学院農学研究科【和牛輸出が日本の和牛生産等に与える効果等の調査研究報告書】を基に沖縄総合事務局が作成
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（参考１）輸出の効果
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○牛肉輸出の国内価格・生産の下支え効果

神戸大学大学院農学研究科『和牛輸出が日本の和牛生産等に与える効果等の調査研究報告書』 上田修司 八木浩平（2024）

（出典：神戸大学大学院農学研究科【和牛輸出が日本の和牛生産等に与える効果等の調査研究報告書】を基に沖縄総合事務局が作成
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2-2．県産牛肉の輸出機運醸成について

５

１．これまでの輸出の取組

牛肉についてタイ及びマカオ向けの施設認定を令和４年に取得し、

『沖縄県初の牛肉輸出認定施設』として、牛肉の輸出を行っている。令

和11年度の輸出額32.2百万円を目標とした輸出事業計画を策定し、輸

出実績は堅調に推移している。

２．これからの輸出の取組

台湾、シンガポール（令和８年度）向け輸出牛肉の取扱要綱に基づく

設備基準、衛生管理基準に適合させるため、ハード、ソフト両面の強化

を行っている。

○輸出実績推移(八重山食肉センター)

令和4年度 令和５年度 令和６年度
目標年

（令和11年度）

輸出額
（千円）

950 4,820 22,980 32,200

輸出量
（kg）

100 241 1,149 5,100

輸出先国 タイ
タイ、
マカオ

タイ、
マカオ

タイ、マカオ、
台湾、シンガポール

と畜頭数 1,767 1,858 2,013 2,550

○（株）八重山食肉センターの取組み

2024年の輸出実績は、世界的な和牛人気などを追い風に2年連続で

過去最高となり、輸出量は10,113トン（前年比120%）、輸出額は636億円

（同112％）となった。

同年の輸出額全体に占める割合は、アジア向け（台湾、香港、カンボジ

ア等）は約６割、欧米向けは約３割。また、数量ベースでの輸出先国トッ

プ３は、米国（21％）、台湾、香港となり、和牛などへの関心の高さを裏付

けている。

一方で、日本の牛肉生産量に占める輸出量は約2.5%程度と、依然とし

て国産牛肉需要は国内向けがメインとなっている。

○日本産牛肉の輸出状況

【数量】10年で約6.3倍まで増加

政府は、2030年までに農林水産物・食品輸出額5兆円、牛肉については輸出額1,132億円を目指す長期目標を設定している中、安定した生産体制を

整えるため、輸出先国が要求する衛生基準に適合した認定食肉処理施設の拡大や、生産から輸出まで一貫して輸出促進を図るコンソーシアムを産地

でを構築するなど、積極的な支援策を講じてきた。その結果もあり、日本全体での牛肉輸出数量はこの10年間で６倍以上まで増加した。

沖縄県産牛肉においても、アジア諸国からのニーズが高く、(株)八重山食肉センターの取組みを始めとした輸出産地形成の機運が高まっている。

【金額】10年で約5.8倍まで増加

（出典(社)日本畜産物輸出促進協会【牛肉輸出をめぐる～2024輸出実績～】八重山食肉センター認定輸出事業計画を基に沖縄総合事務局が作成）

(t)



2-3．県産和牛の状況①（生産・加工）

６

○令和５年市町村別黒毛和牛肥育頭数では、沖縄県全体で6,600頭程

度、そのうち石垣市が48％程度、本部町が31％程度、うるま市が5％

強、宮古島市が5％弱、その他が11％となっている。

○令和５年と元年の市町村別肥育頭数の増減においては、沖縄県全体

では427頭の増頭となった。

市町村で別では、石垣市が808頭、本部町が145頭、うるま市が101頭、

その他184頭の増加となった。

一方、肥育頭数が減少した市町村では、東村が△374頭、大宜味村が

△222頭、今帰仁村が△129頭、その他△86頭となった。

○沖縄県内の食肉センターの設置状況としては、本島(南城市、名護

市)に２カ所、久米島に１カ所、宮古島に１カ所、石垣島に１カ所となって

いる。県内で施設認定(タイ、マカオ)を取得している食肉センターは八重

山食肉センターのみとなっている。

○R元年からR５年における市町村別黒毛和牛肥育頭数の増減と食肉センター分布

沖縄県内の食肉センター 開設年度 処理能力(頭/日)(目安)

（株）沖縄県食肉センター 昭和47年２月 小動物：1,200、大動物：30

名護市食肉センター 平成13年12月 小動物：708、大動物：3

久米島と畜場 昭和53年８月 小動物(換算)：20(大動物1)

（株）宮古食肉センター 平成28年４月 小動物：25、大動物：5

（株）八重山食肉センター 平成26年４月 小動物：50、大動物：20

（出典：沖縄県【令和５、元年12月末家畜・家きん等の飼養状況調査結果】、【家畜・畜産物の流通】を基に沖縄総合事務局が作成

○令和５年市町村別黒毛和牛肥育頭数分布

２．食肉センターについて

１．肥育頭数分布･増減について



県内マーケット

2-3．県産和牛の状況②（流通）

７

○県産和牛の消費先は飲食店・宿泊施設が６割以上との試算となった。

○県内で肥育され県外でと畜した後、その内約50%が再び県内に移入されている。

○専門小売店は、県内外の加工･卸売業者から仕入れ、消費者の他、取扱量の半数以上を飲食店･宿泊施設へ販売している。

○県内マーケットに流通している数量は全体の77％程度であり、一方県外マーケットには23％程度の比率の試算となった。

○県産和牛県内流通概要図(平成24年度の調査を基に推定※4)

量販店
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（出典：農林水産省【畜産物流通統計】、畜産振興公社【沖縄食肉等需要開拓対策需要開拓プログラム】を基に沖縄総合事務局が作成
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【備考】：

※1 R５沖縄県和牛と畜頭数は、農林水産省「畜産物流通統計」より参照

※2 牛枝肉重量は450kg/頭(肥育牛)、部分肉重量は枝肉重量×70.0%にて算出

※3 県外加工・卸売業者は県外に本社及び親会社を置く事業者等(商社系事業者を含む)として算出

※4 流通比率は沖縄食肉等需要開拓対策需要開拓プログラム(H25.3畜産振興公社)の第２章県産食肉の流通構造と重点課題の内県内流通概要図を参考に推定値を試算

県外マーケットへ
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2-3．県産和牛の状況③（販売）

８

○県産牛肉の輸出数量推移と国別地域別割合

○県産牛肉の輸出量は令和元年をピークに翌年度に大幅に減少したものの、令和６年は５ｔ程度まで回復した。

○県産牛肉の輸出先国のうち、台湾が最も多く、次にタイが多い。

○輸出先国においてアジア諸国が多い理由としては、那覇空港からのアクセス面で利便性が高いためと思われる。

○沖縄地区税関の数字は県事業を活用した県外事業者も多く含まれており、当事業活用の県内比率(金額)は５％以下と思われる。

（出典：沖縄県畜産物輸出促進協議会【輸出数量実績】、財務省【貿易統計】を基に沖縄総合事務局が作成
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Ⅲ課題及び対応方策

９



3.県産牛肉輸出事業者の課題と対応方策

10

○県産牛肉輸出事業者(食肉センター、商社、生産者、生産団体)の課題について聞き取りを行い、課題を4つの分野(生産、加工、流通、販売)に整理

○県内４事業者の輸出課題ヒアリング結果(一覧)

○非ロイン系の販売促進

欧米中心に現地の食文化に根付いた需要はロイン系(リブロース、サーロ

イン等)に集中する傾向があり、非ロイン系(カタ、ウデ、モモ等)が売れ残る

ケースが多い。

○有効的なPR手法

沖縄県産ブランド牛の海外における認知度が他府県産ブランドに比べ低く、

官民ともに国内外にPRしているが効果があまり感じられない。

○各国規制情報、輸出手続きの理解

いち中小企業として、国内の輸出手続きや輸入先国の規制

等を把握するのは難しい。新規参入のハードルとなっている。

○県外と畜場から那覇空港までの輸送費高

本島内に輸出可能なと畜場がないために、県外のと畜場を活用する必要

がある一方、県外と畜場から那覇空港まで部分肉形態で再度輸送してい

るケースがある。その場合、結果的に往復する流通体制となってしまい、

輸送費が増大している。

○生体輸送による経済的な損失

県外と畜場まで牛を生体輸送を行う場合、輸送中における体重減少、

怪我、斃死が一定程度起こり、経済的な損失が発生している。

アニマルウェルフェアの観点からも健全ではない状態となって

いる。

○本島内に輸出食肉施設として認定されたと畜場がない

県内最大の肥育地である本島に輸出食肉施設として認定さ

れたと畜場がないため、鹿児島県など他県にある認定と畜場を

利用せざるを得ない。

○と畜場等での人手不足等

従来の雇用体制(非正規雇用や待遇面の低さ)がネックとなり、人材確保が

困難なため、慢性的に人手不足の状態が続き、国際基準の工程管理に対

応できる技術者不足になる恐れが懸念されている。

○沖縄地域での肥育効率、飼料等の輸送コスト高

沖縄地域の特徴的な暑熱環境が肉用牛の肥育効率を低下さ

せていると考えられている。島しょ地域のため、他の国内産地と

比べ、輸入飼料の輸送コストが増大しており、肥育牛の生産コストが

結果的に高くなっている。そのため、九州等の大規模産地と比べ、価格競

争力が弱い。

流通 販売

生産加工



3-1．県産牛肉輸出事業者の課題と対応方策(生産)
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【課題】

○沖縄地域での肥育効率、飼料等の輸送コスト高

沖縄地域の特徴的な暑熱環境が肉用牛の肥育効率を低下させていると考えられている。また、島しょ地域のため、他の国内産地と

比べ、輸入飼料の輸送コストが増大しており、肥育牛の生産コストが結果的に高くなっている。そのため、九州等の大規模産地と比べ、

価格競争力が弱い。

流通 販売

生産加工

【対応方策】

○肥育効率対策

暑熱対策として、屋根表面や天井への断熱材の使用や送風・細霧等により改善を図る。

肥育効率の改善策として、肥育開始月齢の早期化や肥育期間の短縮（29カ月→26カ月）を図り、コスト低減・収益性の確保を図る。

○飼料コスト対策

県外の大規模生産者、団体等と連携して輸入商社に交渉することで、輸入飼料の購買単価の低減を図る。

輸入飼料から比較的安価な自給飼料への転換を進める。

○ICT・スマート畜産技術導入支援

他県の肥育牛農家の経営改善内容を参考にしつつ、スマート畜産に関心を持つ事業者に対して、ICT機器の導入事例や「小規模事業者等デジタル化

支援事業」等の支援制度に関する情報の提供を行う。

【特記事項】

肥育効率を向上させるための設備等の初期投資費用が生産者の負担増につながる可能性がある。

輸入飼料の購入のため県外大規模生産者等と連携する場合、既存の商流への配慮や供給が弱まる局面になった場合への対策が必要になる。



3-2．県産牛肉輸出事業者の課題と対応方策(加工)
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【課題】

○本島内に輸出食肉施設として認定されたと畜場がない

県内最大の肥育地である本島に輸出食肉施設として認定されたと畜場がないため、鹿児島県など他県にある認定と畜場を

利用せざるを得ない。

○と畜場等での人手不足等

従来の雇用体制(非正規雇用や待遇面の低さ)がネックとなり、人材確保が困難なため、慢性的に人手不足の状態が続き、国際基準の

工程管理に対応できる技術者不足になる恐れが懸念されている。

流通 販売

生産加工

【対応方策】

○人材確保等について

県内のと畜場(食肉処理施設)が抱える人手不足の他、と畜頭数の減少及び施設の老朽化等さまざまな課題に直面していることから、県内の食肉産業

に必要不可欠なインフラとして存続できるよう輸出を含めた販売戦略の構築などの稼働率確保に向けた検討を行う。

○輸出認定と畜場の整備について

本島内の牛肉輸出事業者の可能性を調査し、ハードソフト両面で処理能力等も含めた費用対効果を考慮した中で、輸出に向けた国際基準等への対

応の検討が重要となる。また、輸出によって食肉単価を上げることができれば、事業者への影響を抑えた中で、と畜処理単価の値上げが可能になり、

と畜場の収益確保につながる可能性はある。

【特記事項】

本島内の認定と畜場の検討について、国内向けのシェア(輸出向け加工は国によって一部異なるものの、国内向けと比べと畜、管理方法等が変わる

ため、同一ラインで同時に加工できない等)が、現在の輸出シェアに比べ圧倒的に多いため、費用対効果の面から設備及び人的投資まで及んでいな

いのが現状である。

食肉センター等の人手不足は、輸出促進に関わらず、今後の労働人口減少の点においても、喫緊に対応する必要がある。



3-3．県産牛肉輸出事業者の課題と対応方策(流通)
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【課題】

○県外と畜場から那覇空港までの輸送費高

本島内に輸出可能なと畜場がないため、県外のと畜場を活用する必要がある一方、県外と畜場から那覇空港まで部分肉形態で

再度輸送しているケースがある。その場合、結果的に往復する流通体制となってしまい、輸送費が増大している。

○生体輸送による経済的な損失

県外と畜場まで牛を生体輸送を行う場合、輸送中における体重減少、怪我、斃死が一定程度起こり、経済的な損失が発生している。

アニマルウェルフェアの観点からも健全ではない状態となっている。

流通 販売

生産加工

【対応方策】

○物流の合理化

輸送コスト低減のため、牛肉のみならず、県産農林水産物をまとめて輸出する等、物流の合理化に向けて仕組み作りを検討する。

県外の食品、資材等の移入量に対して、移出量が少ない(片荷状態85％)といった事情も考慮して、移出の際の海上輸送運賃の設定見直しが必要と

思われる。

○新たな物流モデルについて

共同輸送や混載等の物流合理化に向けて、新たな物流モデルの構築に向けた実証事業を検討する。

○物流費の補助

沖縄県特有の条件不利性によるものであるため、関係機関は有効的な支援策を継続、検討していくことも重要である。

【特記事項】

流通の課題については、島嶼地域由来の課題になるため、根本的な解決は難しい。他地域に比べ、物流コスト面でコストアップにならざるを得ないた

め、高付加価値で販売していく方法を、流通課題の対応と併行して検討していかなければならない。



3-4．県産牛肉輸出事業者の課題と対応方策(販売)
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【課題】

○非ロイン系の販売促進

欧米中心に現地の食文化に根付いた需要はロイン系(リブロース、サーロイン等)に集中する傾向があり、非ロイン系

(カタ、ウデ、モモ等)が売れ残るケースが多い。

○有効的なPR手法

沖縄県産ブランド牛の海外における認知度が他府県産ブランドに比べ低く、官民ともに国内外にPRしているが効果があまり感じられない。

○各国規制情報、輸出手続きの理解

いち中小企業として、国内の輸出手続きや輸入先国の規制等を把握するのは難しい。新規参入のハードルとなっている。

流通 販売

生産加工

【対応方策】

○非ロイン系の需要拡大の推進

現地輸入業者、飲食店、小売店、シェフ等を対象に和牛のカット指導、ロイン系以外の部位のメニュー提案を目的とした試食会や調理セミナー等の開

催に係る支援策の検討。

○県産牛肉のブランディングの推進

県産牛統一ブランドのメリット、個別ブランドに取り組む先行事業者の事情を考慮した上で、効果的なブランド戦略を検討。

○インバウンド需要を輸出向けプロモーションに活用

沖縄県は観光において大きなアドバンテージを持っており、かつ観光と食は相性が非常に良いことから、PRにあっては強みを活かした取組みが重要。

○GFP沖縄の取組

GFP沖縄が開催する輸出セミナーにおいて、輸出手続き等をテーマに開催。サービスマップにて各担当の支援機関の相談窓口を周知。

【特記事項】

海外で行うプロモーションは有効的な方法ではあるが、開催コストが掛かること、頻度が限られること、集客効果が限定的であることが課題として考え

られる。

プロモーション検討する際は家畜衛生管理の観点から、安易に生産現場に入域しないよう留意する必要がある。



Ⅳ県産牛肉のプロモーションの提案
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案作成協力：マリンポートパートナーズ(株)



4-1．県産牛肉のプロモーションの提案～方向性の検討～
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○販売分野の課題である効果的なプロモーションを検討していく上で、｢どう伝えるか｣＝｢プロモーション｣の前に、｢何を伝えるか｣＝｢ブランディング｣を

検討する必要がある。

そのため｢何を伝えるか｣＝｢強みポイント｣探しでは、沖縄県産和牛が商品として｢良いところ｣及び他産地と比較して｢違うところ｣を考える。

良いところ 違うところ強み

１．海外消費者の和牛に対するイメージ

• 和牛は日本の牛という認識はあるが、地名やブ
ランドの違いまではわからない。

• ただ、神戸、松阪等は聞いたことがあるし、神戸
のイメージは高級で先進的なイメージがそのま
ま和牛にも付加されている。

• 一般消費者が知っている等級は「A5」。BMSやそ
れ以外の等級はほぼ知らない。

• 旅行中にその観光地の地域ブランドと連動して
食事をとることが多い。

２．海外消費者の沖縄県産和牛のイメージ

• 県産和牛に対しては、特にイメージが無く。沖縄
に対しては海のイメージが強い。

• 沖縄を訪れたら、必ず和牛を食べたいというより
は、「日本に行ったら和牛の焼肉を食べたい。そ
こに県産和牛があった」というイメージが多い。

• 県産和牛(石垣牛等)は先行している他産地ブラ

ンドに対して、「高級感」「希少性」などのイメージ
は少ない。

• 既存のロゴに関しては、知名度が低く認知はほ
ぼされていない。

美味しい

脂がさっぱりしている

肥育地がリゾート地

子牛の代表産地

希少性が
ある

南国のイメージ

非日常感
健康・長寿文化

一貫肥育

島嶼地域

◎方向性（案）

~高購買力層に対して、「希少性×最高級和牛」をコンセプトで市場参入~

参入期（1～2年）：安売り、安いチャネルへの提供は行わない。

希少性＝「台湾ではなかなか食べれない」印象をいかにつけるかが、取引価格の上昇やプレミアム

にもつながる。

台北・台中・高雄など都市部、更には高級飲食店やホテル、贈答品などを中心に、「特別な日の外食

需要」をターゲットにする。

拡散期（3～5年）：ターゲットに定着したコンセプトやブランドイメージをミドル層に対して訴求する時期。

ホテル等での限定メニューなど、ミドル層にも触れるチャネルで発信し、輸出量の拡大を目指す。

目標ターゲット層：富裕層、企業エリート、投資家、KOL

チャネル戦略：高級レストラン、卸売、EC、ライブコマースなど多面的に展開

プロモーション戦略：現地パートナーとSNSを含めたメディア広告等を通じて高級イメージを強化

差別化のポイント：

歴史やブランド力を持つ神戸牛・松阪牛に対抗し、石垣島の南国ならではの独自性や希少性を際
立たせたブランディングを行う。沖縄の地理的な要素、観光要素を融合し、他の和牛にはない物語性
を創出していくことが重要。

そのためには、「海に囲まれていること」による、「食べている草にミネラルが入るから～」「なぜ生
産頭数が他と比べて少ないのか」「和牛は温暖な気候が好きで、ストレスフリー」などを差別化のポイ
ントとして打ち出していく。

県
産
牛
を
石
垣
牛
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
国
を

台
湾
と
仮
定
し
て
、
検
討
す
る
と
。
。
。

マリンポートパートナーズ(株)の講演資料を基に沖縄総合事務局が作成
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切り口① 「リゾート×和牛」の新たなラグジュアリー

【海の恵みが生んだ新しい和牛体験】

老舗和牛ブランドとの差別化を図り、新しいマーケットポジションを確立。

沖縄・石垣島のイメージを活かし、「高級リゾートホテル限定牛肉」というストー
リーを演出。

プロモーションやイベントに観光・リゾート要素を取り入れ、“非日常”を提供。

※食べさせる飼料の特徴や、沖縄の温暖な気候によるストレスフリー環境など

をアピール

【アピールポイント例】

・台風で海水が入って、牧草にミネラルが多い

・島自体がアルカリ水。水は硬水が多い。塩分、ミネラル等を多く含む。

・子牛の胃袋が強くなることで 飼料をたくさん食べることができる。 食べた分だ

け大きくなる。 クオリティと大きさは別。

・子牛はすべての、和牛の元になる。（神戸牛も松阪牛も石垣から巣立つ）

・「脂がさっぱりしている」を売りにしている。

・オレイン酸（不飽和脂肪酸）の数値が高いと融点が低くなる（40度程度）＝溶

けやすいので、生で食べても、舌の温度で溶ける。

・調理しないでとろける。さっぱりして 、塩分、ミネラルが多いからオレイン酸が

多い。

・オリーブ牛、オレイン55などのブランドも出てきている。 

【提供方法】

・五感で提供方法（作り、見た目からはじまる価値提供）。

・量ではなく、3口ほど。量を絞る。提供方法を絞る。イメージを売る。

・台北は七輪で焼肉。

・琉球石灰岩をベースにしたリゾート、ラグジュアリー、琉球藍、沖縄の海の色。

切り口②稀少性と限定感 

【唯一無二の極上体験】

台湾ではここでしか味わえない唯一無二感を作る。

生産量が少なく、安定供給は困難だが、それが「入手困難」の魅力につなが
る。

会員制店舗や季節限定商品で最上級のステータスを演出。健康・長寿文化と
の結びつきをブランディングする。

コアコンピタンス： ①味の差別化（脂にフォーカス）「あなたが食べたことのない

石垣牛の旨味」

※例：海に囲まれているため、豊富なミネラルが肉質を向上させる点も訴求

サブコンピタンス： ①生産量の少なさ（希少性） ②提供方法の工夫

・味の違いや特徴があるのであれば、それをより深堀して伝える工夫、理由を

深堀する。

アメリカやニュージーランドのステーキとは異なる「脂の融点」「アミノ酸の豊富

さ」が和牛の特徴

・希少性、数が少ないのは、他の和牛と比較して、どれほど少ないのか。

どれほど希少なのかを台湾人にわかる形で伝えなければならない。

・提供方法の工夫

一般的に台湾では、焼肉、しゃぶしゃぶ、鉄板焼きなど、が和牛のイメージ。

通常の食べ方以外に、お土産用・デザート的アレンジなども検討

■子牛の数（肥育の生産）

・宮崎、鹿児島 20～30万頭＞＞＞＞神戸、松阪：7,000頭 ＞＞ 石垣：1,800頭

■海外と国内で新しい認証マーク 「本物の本物」をどう証明するか？

・証明書、格付け書 ・JAの取り扱い認定書

・購買は20社のみ。卸が管理する形で、認定の旗などを使用可能。

マリンポートパートナーズ(株)の講演資料を基に沖縄総合事務局が作成
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○プロモーション（例）

■VIP招待イベント

・富裕層やメディア関係者を招き、試食会やプライベートディナーを開催。SNS・従来メディアを通じて拡散し、「石垣牛の特別なおもてなし」を印象付け

メディア連携、ＫＯＬ連携も実施。

・個人の嗜好に合わせた部位・レシピを提案する会員制度やパーソナルサービス。VIP限定イベントや試食会を通じてブランドロイヤルティを育成。

■現地テレビ番組や高級誌とコラボし、牧場レポートや牛肉特集を実施

ドキュメンタリー風に飼育過程や島の風土を紹介し、“リアル”を訴求。

■SNSマーケティング

InstagramやFacebookで定期的に「映える」写真や動画を発信。KOL（Key Opinion Leader）とのライブ配信や料理動画で消費者との距離を縮める。

■ライブコマース（高雄、台北）

料理の実演や試食感想をリアルタイムで配信し、その場で購入を促す。ECサイトと連動し、在庫管理や配送面を効率化しつつ衝動買いを誘導。

■コラボレーションの方向性

高級レストラン・ホテルとの取引を優先し、石垣牛メニューを投入。現地の貿易商・卸業者と協力し、後方支援と品質管理の安定を図る。

限定メニュー・限定商品・期間限定・数量限定の提供で“希少性”をアピール。

例：少量限定 → ミシュラン店や高級ホテルのコース料理に採用。

漢來日月行館、ラグジュアリーホテルなど富裕層が集まるチャネルに絞る。

例：マスマーケット向け → 牛角焼肉、乾杯焼肉、胡同焼肉など

○海外現地で検討するべきマーケティング・プロモーション施策

大前提はデジタルマーケティングがベースにあり、リアル施策へ

・ストック型施策 （反対はフロー型）

・各国でのSNSマーケティング 国ごとの特徴に合わせてUGCを循環

・インフルエンサーを活用したブランディング＋購買の促進

・EC、LIVEコマース、グループ購買などのデジタル購買チャネルの整備

・現地企業やブランドとのコラボ商品やタイアッププロモーション

・各組織の補助金活用（現地語翻訳、商品開発、プロモーション、デジタル推進）

マリンポートパートナーズ(株)の講演資料を基に沖縄総合事務局が作成
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■プロモーション時への留意事項について

家畜の伝染病の侵入、まん延防止の観点から、放牧地、牛舎等の生産現場に病原菌を持ち込まないようにするため、プロモーションや観光ツアー等で安易に生産

現場（飼養衛生管理区域）に立ち入れないことに留意すること。

現在、世界ではアフリカ豚熱や口蹄疫といった家畜伝染病のまん延が大きな問題となっており、これらが日本の生産現場に侵入すれば、畜産物の安定供給、経済

活動に深刻な悪影響を及ぼす。そのため、輸出促進やインバウンド誘致を行う場合、農林水産省（動物検疫所）が公表している家畜伝染病に関する最新情報や注

意事項を確認して、実施することが重要である。

■家畜伝染病の侵入が危惧された事例（沖縄県石垣市）※参考：P20 4-5.発生予防における水際対策

2026年1月下旬、口蹄疫が発生した国を経由したクルーズ船で入国した観光客が、同船に積載していた自転車を運転し、石垣市内の牛舎（飼養衛生管理区域）に

立ち寄ろうとした事案が発生。この事案を受け、同年２月５日に石垣島和牛改良組合が石垣市に対して、自転車の消毒などを内容とする口蹄疫の流入防止対策を

緊急要請。

■注意喚起の情報

・農林水産省

・動物検疫所

家畜の病気を防ぐために

アフリカ豚熱について
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○家畜の伝染性疾病の発生予防においては、病原体を国内に侵入させないための水際対策等が極めて重要となる。

出典：農林水産省【家畜衛生をめぐる情勢について】を基に沖縄総合事務局が作成

・発生予防の全体像（アフリカ豚熱対策を例に）

・飼養衛生管理の徹底

農林水産省

国内対策
＜農場＆野生イノシシ＞

動物検疫所

海外からの旅行者等
に向けた広報等

都府県

周

知

徹

底
消毒

立入禁止

・旅行者等への周知徹底
＜ゴミ放置禁止、消毒等＞
・消毒・洗浄ポイントの設置等

出国前から日本に持ち込ませない 農場に侵入させない

野生イノシシの感染を防止する

・旅行者への畜産物持ち込み禁止等
の注意喚起

・家畜防疫官、検疫探知犬に
よる検査

・旅客の靴底や車両、自転車
等の消毒

周

知

徹

底

都道府県

海外対策
＜旅行者＆船舶・航空機＞

水際対策
＜空港＆海港＞

国内に侵入させない
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○輸出成功のモデルケース：JA飛騨ミートの事例(概要)

 ■JA飛騨ミートの特徴

• 現施設の稼働開始は2002年4月

• 飛騨ミート地方卸売市場を食肉センターに併設、全頭のせり市場販売が基本

• 2024年度は生産量3000トンのうち輸出向け50トン（21年度90トン）、輸出認定は15の国・地域

■輸出成功の要因

• ①組織体制、②制度設計、③インフラ整備、④物流、⑤市場戦略、⑥ブランド形成

○JA飛騨ミートの輸出認定の状況

出典：JA飛騨ミートwebサイト

①組織体制

1988年：飛騨牛銘柄推進協議会を設立。県・JA・生産者・流通業者が

県全域で推進する体制を構築。輸出についても一体的に推進。

⑤市場戦略（販路の多角化）

需要量構成：地元の国内・インバウンド観光客が4割、輸出が1割、残り5割が家計消

費。輸出は、高価格帯部位が中心。輸出に過度に依存しない、また特定の国、地域

への過度な依存を回避。

販路拡大の工夫：ふるさと納税、給食での提供、日本航空「JAL和牛お土産サービ

ス」。

輸出の工夫：飛騨牛銘柄推進協議会の輸出振興の一環で、「海外飛騨牛海外推奨

店」認定・海外でのカット実演会、トップセールス、JA系統によるSNS等活用による海

外向けプロモーション。

⑥ブランド形成

飛騨牛は観光と結びつき独自ブランドを構築。観光客が飛騨高山で飛騨牛を

味わい、帰国後に「Hida Beef」として再び消費する循環。海外でのプロモーショ

ンも巧みに展開。味の記憶を通じてブランド認知を拡大。SNS等活用で消費者

層にも訴求。

ブランドが海外市場での信頼を担保。和牛輸出において、国内の産地間競争

＝価格競争となる中で、ブランド力を維持している事例。

②制度設計

1988年：｢岐阜牛｣から｢飛騨牛｣に変更。

2002年：認定要件を5等級のみから、4，3等級まで拡大。

③インフラ整備

衛生管理高度化

2004年：｢ISO9001｣認証取得

2007年：｢ISO22000｣認証取得

2016年：｢岐阜県HACCP｣認証取得

2017年：｢FSSC22000｣認証取得

輸出認定推進、輸出基盤の構築

相手先の小割にも対応し、輸出の基盤を構築する。

④物流

船便利用が可

能となる冷蔵保

管による賞味期

限延長を実施。

(株)農林中金総合研究所の講演資料を基に沖縄総合事務局が作成
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5-1．インバウンド需要と輸出の好循環～インバウンドから牛肉を含む農林水産物、食品の輸出へ～

【輸出支援機関で取り組めること】

1. プロモーション・情報発信

・外国人観光客向け情報提供

空港・港湾・観光施設でのパンフレットやサイネージによる輸出商品PR

多言語対応のWebサイトで「訪日で味わえる＝海外で買える」をセットで発信

・ストーリーブランディング

観光資源と輸出品を結びつけた物語づくり

地元の食文化や伝統行事を海外に発信する観光動画・SNS戦略

2. 観光と商談の融合

・バイヤー・観光客(家族)の同時招致

インバウンド商談会を観光地で開催

農場・漁港・加工場見学ツアーを観光ルートに組み込み

・地域イベントの国際化

地元祭りや食イベントに海外バイヤーやメディアを招聘

試食・購入体験を組み込んで、帰国後の購買・輸入につなげる

インバウンド需要
の取組

県内PR・飲食体験
クルーズ船販売

データ取得・
海外販売動向に活用

商談の場活用
輸出成約・

輸出体制の確立

現地での
認知度向上

観光促進

To 旅行会社・
観光ガイドブック

To 飲食店・ホテル・クルーズ船
(英語表記・データ収集)

At 大交易会・商談会等

To 輸出商社
(輸出金額増加・PR)

3. 販売チャネルの整備

・観光地での購買→越境EC

免税店や道の駅で輸出商品を販売し、QRコードから海外発送ECに誘導

4. 事業者支援

・インバウンド活用の研修・伴走支援

観光客対応の多言語接客や輸出視点での商品、包装の改良支援

・ネットワーキング支援

観光事業者と農水産業者・食品加工業者の連携マッチング

5. データ活用観光客の購買

・データ収集、分析

どの国籍の観光客が何を買ったかを分析、輸出戦略（国、商品）にフィードバック

・観光・輸出の統合KPI設定

「観光地売上」だけでなく「帰国後の輸出購買」まで追う評価指標

○県内×海外現地での認知度向上を図りつつ、モノ＆情報が循環することで、
輸出金額の増加を図る。

農林水産省：輸出拡大実行戦略｢輸出拡大等による海外から稼ぐ力の強化｣

新たな食料・農業・農村基本計画では、輸出拡大を加速するとともに、食品産業の海外展開、イ
ンバウンドによる食関連消費の連携による相乗効果を通じた｢海外から稼ぐ力｣の強化に向けた
目標を設定。これらの目標の達成に向けて施策の具体化を図るべく、輸出拡大実行戦略を改訂。

インバウンド×輸出の循環

At お土産屋、飲食店、小売店等
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5-2．インバウンド需要と輸出の好循環～インバウンド需要の活用～

【インバウンド×輸出の循環サイクルで輸出促進に効果的なポイント】

○県内でインバウンド客に輸出品目の認知、飲食体験を図ることで、現地プロモーションの代用となり得る。その際、下の図の認知・飲食体験・好意態度のステップ

のうち、どのフェーズまで狙うのか、ゴールを見据えた取組内容の検討が重要である。

○事業者はミクロの視点でインバウンド客の消費状況、傾向を把握、分析を行い、その販売データを国内外の商談や商品開発に活用することが効果的である。

インバウンド需要
の取組

県内PR・飲食体験
クルーズ船販売

データ取得・
海外販売動向に活用

輸出成約・
輸出体制の確立

現地での
認知度向上

観光促進

To 旅行会社・
観光ガイドブック

To 飲食店・ホテル・クルーズ船
(英語表記・データ収集)

At お土産屋、飲食店、小売店等

To 輸出商社
(輸出金額増加・PR)

インバウンド×輸出の循環

市場調査・
売上分析

(人気商品がわかる)

商談活用
商品開発

(人気商品を
PR、開発)

商談の場活用

At 大交易会・商談会等
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（参考２)沖縄県のインバウンド状況
【国・地域別来沖外国人数の推移(令和６年度)】

○国･地域別を見ると、全体の約39％が台湾からの観光客となる。

○構成比では、台湾(39%)、韓国（21%）、中国(15%)、香港(8%)、その他(18%)と
なる。

○令和７年度は、航空便の増便、クルーズ船の寄港の増加から、増加傾向
維持の見込み。

【１人あたり観光消費額費目内訳【那覇空港調査】（国・地域別）（令和5年度）】

○那覇空港で行った調査では、土産購入費＋飲食費の各国消費割合は、台湾が
61％、韓国が43％、中国が63％、香港が52％、その他が47％となっている。

○一人あたりの観光消費額は中国が一番高く、特に土産品購入費の割合が高い

○同調査の国別観光客数は台湾が44.8％、韓国が28.7％、香港が14.5％、中国が
4.9％、その他が7.0％となっている。

【来沖外国人観光客数の推移(令和６年度)】

○令和６年度では、229.2万人とコロナ禍後で最多の人数となった。

○国内観光客を含めると令和６年度は約995万人であり、コロナ禍前の平
成30年度では約1,000万人であったので、観光客数ではほぼコロナ禍前
まで回復した。令和７年度は1,000万人を超える見込み。

○令和７年度上半期入域観光客数(国内含む)は令和元年、平成30年を上
回る約554万人となった。

（出典：沖縄県【令和６年度沖縄県入域観光客統計概況】、【令和５年度外国人観光客実態調査報告書】を基に沖縄総合事務局が作成）

300.1万人
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来沖外国人観光客数の推移（H30～R6）

52.9万人

28.2万人

8.0万人 15.0万人

22.3万人

126.4万人

0
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台湾 韓国 中国 香港 その他 合計

R6年度 空路 R6年度 海路 R5年度

国・地域別来沖外国人数の推移（令和６年度）

47.1万人

33.7万人
18.1万人

41.9万人

229.2万人

88.2万人

1.7倍

1.7倍

4.2倍 1.2倍

1.9倍

1.8倍
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台湾 韓国 中国 香港

宿泊費 娯楽入場費 県内交通費 その他 飲食費 土産購入費

消費額計
¥113,834

1人/泊

飲食費：
¥6,940 1人/泊

飲食費：
¥6,879

１人あたり観光消費額費目内訳【那覇空港調査】（国・地域別）（令和5年度）
(万円)

¥26,003

¥43,679 ¥16,687

¥23,142

¥79,860

¥34,107 ¥34,912

消費額計
¥91,690

消費額計
¥181,232

消費額計
¥141,421

1人/泊

飲食費：
¥7,250

1人/泊

飲食費：
¥7,895

(万人)

(万人)

¥38,348
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5-3．インバウンド需要と輸出の好循環～参考事例：オリオンビール(株)のケース～
【輸出取組の概要】

○｢リゾート×ジャパンクオリティ｣ブランドを強みに、現地のディストリビューターとの関係を強化するとともに、競争優位を発揮できる販売戦略を展開。

○現地でのイベント開催や、沖縄への招聘等による販促活動を通して、沖縄観光と一体となったファンづくり・知名度向上を目指す。

【沖縄観光との相乗効果】
・日本人観光客を通じて、会社のロゴの認知度が高まり、沖縄＝オリオンビー
ルが浸透し、海外旅行客へのブランディングに寄与した。

・各国旅行客の沖縄観光を通じて、現地におけるオリオンビールブランド価値
向上につなげ、高単価での販売を実現させる
・特に台湾では、観光を通じて現地でもブランド価値が向上し、現地小売店に
おいて、同業他社製品よりも15％程度高価格で販売することができている

【海外事業の取組み】
・輸出金額はR２年度の562百万円からR６年度の2,032百万円と約４倍に増加
・沖縄の自社工場への海外見学者も年々増加し、沖縄の知名度向上に貢献

【今後の展望】
・更なるブランド価値の訴求を行うことに加え、海外でのライセンス製造ビジネス
を展開していく

562百万円

892百万円

1,205百万円

1,436百万円

2,032百万円

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

海外事業の実績推移（R2～R6）

【急成長の秘訣】
・独自の強みを活かせる市場を選定
・営業アプローチを沖縄の食品(ビール)からビール(沖縄産)に転換
・各国ディストリビューターの関係を強化、有力な小売企業にアクセス
・海外事業の運営に長けている、経験豊かなスタッフの活躍

オリオンビアフェスト2025
(石垣・宮古・コザで開催)

輸出先国・地域：台湾、米国、豪州、韓国、香港 など

主な品目：ビール（缶、瓶、樽）

(百万円)
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Ⅵ あとがき

県産牛肉販路の多角化となる輸出は生産者の飼養頭数維持

拡大、収益性の向上につながるものであり、また輸出促進を図

ることは、関係者の事業発展、産業発展に寄与すると考える。

本報告書で整理した各課題については、費用対効果の測定や

実現性など、多面的な検討、調整が必要であり、関係者間の連

携により、課題解決を図り、県産牛肉の輸出促進を進めていき

たい。

なお、｢Ⅴ インバウンド需要と輸出の好循環｣においては、牛

肉に限らず県産品全般の輸出促進に寄与するものと考え、市町

村も含めた幅広い輸出支援機関の担当者が本書を活用される

ことを期待したい。
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